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キーコード：1543

出力日：令和08年03月16日
事務事業名危機管理事業

20
基本事業： 02災害対応力の向上 担当部 総務部

基本事業の
成果指標

①福祉避難所指定箇所数
②避難行動要支援者の個別避難計画策定割合 担当課 危機管理課

担当係 危機管理担当

市民 　福岡県備蓄基本計画、地域防災計画に基づき災害に対する備えとして、
避難誘導に係る備品及び応急復旧対策に係る消耗品等の備蓄を行う。
食糧備蓄にあたっては想定される最大避難者数（3,897人）の1日3食分（
充足割合300％）の現物備蓄を目標とする。
　備蓄品については、基本的に市庁舎内の倉庫に備蓄しているが、食糧品
の一部（50食程度）については一次避難所であるカミーリヤ、生涯学習セ
ンター、7コミュニティセンター、二次避難所である11小学校に配置して
いる。
　災害が発生し避難所を開設する際に、避難者の数にあわせて必要となる
食糧を避難所に届ける。

　災害発生時において、市民生活に最低限必要な食糧等の
物資が確保されている。

計画年度 平成23年度 ～ 新規・継続 継続 会計区分 一般会計 実施計画
１．対象（誰、何に対して事業を行うのか）

４．成果（簡易評価は未記入）

備蓄品の充足割合（食糧） 405.6 314.8390.7 314.8 314.8 314.8

成果指標名称 単位 目標
05年度 06年度 07年度 08年度 09年度 10年度
実績 実績 当初 要求 計画 計画

５．コスト
2,011 2,290 14,566 15,077計

国
県
地方債
その他
一般

事業費

正職員人工数
正職員人件費
トータルコスト(事業費＋正職員人件費）

0 0 0 0
0
0

0 0 0
0 0 0

0 0 0 0
2,011 2,290 14,566 15,077

千円
千円
千円
千円
千円
千円
人工
千円
千円

0.3 0.6 1
2,345 4,814 8,381
4,356 7,104 22,947 15,077

６．成果状況及びコメント（簡易評価は未記入）

●

○

○

<状況>令和元年度で成果指標である備蓄品の充足割合について想定避難者数の1日分（3食分）を達成し、令和2年
度はおかずやパンを購入、令和3年度は液体ミルクや生理用品など生活物資を追加した。さらに備蓄品の見直しを
行った上で筑紫野市備蓄計画を策定した。
<原因>平成28年度からは福岡県、令和3年度からは筑紫野市の備蓄計画に基づき、計画的な備蓄に努めた。
<課題>主食（ご飯類）や副食は充足しているため、生理用品などの生活物資の充実に努める。また、備蓄品の保管
場所が、本庁舎以外は常松浄水場しかない状況であり、一次・二次避難所における備蓄品の保管に取り組んでいく
必要がある。

７．評価及びコメント（簡易評価は未記入）

仮設トイレについては、事業者との協定締結に向けた協議を進める。
発災前の大規模商業施設等への早めの帰宅・避難の促進については、
手法や協議も含め、今後検討していく。
避難所の関係資機材（ベッド､テントなど）を整備していく必要があ
る。

増加対象動向

手段効率化余地

公的関与

上位貢献度

成果向上余地

なし

妥当性がある

影響度は中

大きい

類似事業

コスト削減余地

受益者負担

業務推進課題

なし

 

なし

余地なし

あり

８．改善改革案（簡易評価は必要な場合のみ記入） ■改善方向性 維持● 見直し○ ○廃止 ○事業終了
改革案/期待する成果/必要性/推進スケジュール/必要な費用（維持／事業終了の場合は記入する必要なし）

■事業開始背景及び現在の環境変化（市民・議会等の要望） ■備考･特記事項ｏｒ進行管理欄

平成２１年中国・九州北部豪雨災害、平成２３年東日本大震災等
と同等の危機に直面した際、迅速に対応出来るよう平時から食糧
等の備蓄を開始。福岡県備蓄基本計画が平成２５年度に策定され
た。筑紫野市備蓄計画を令和３年度に策定。

事務事業が貢献すべき成果

３．意図

２．手段（事務事業の内容、やり方、手順）

（この事業によって対象をどのような状態にしたいのか）

％

あがっている

どちらかといえば
あがっている

あがっていない
（停滞・低下）


